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研究成果の概要（和文）：家庭ごみ有料化の実施にともなう不法投棄を検証する計量経済分析がされてきた。本
研究では、感覚ではなくごみ量単位として把握することを試みた。immoral disposalは家庭ごみ有料化の不法投
棄の大部分をなすものである。計量経済分析を用いてimmoral disposalをとらえるために、コンビニエンススト
アなどに設置されているごみ箱の量の増加に着目した。ごみ投棄量の増加を把握するために、空間計量経済学の
アプローチによりimmoral disposalを推定した。従量制有料化、多量のみ有料化、定額制有料化のすべての方法
で、immoral disposalが観察できた。

研究成果の概要（英文）：Some empirical studies have attempted to clarify the mechanism of illegal 
dumping by examining the degree to which per-bag pricing plays a role. However, previous research on
 the behaviour of avoiding paying a charge for waste collection has tended to neglect so-called '
immoral disposal,' which is less risky than illegal dumping because there is no legal penalty. 
In this study, we define immoral disposal as the dumping of waste in a manner that is immoral but 
not illegal. To detect the existence of immoral disposal, we apply a spatial econometric approach, 
namely an extended panel spatial Durbin model, to identify the actual spillover effect of garbage 
pricing in neighbouring municipalities on immoral disposal from the total waste. A major finding of 
this study is that immoral disposal exists in unit-based pricing, two-tiered pricing, and fixed 
pricing.

研究分野： 環境経済学
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１． 研究開始当初の背景 
 

家庭ごみ有料化の実施にともなう、家庭ごみ
の不法投棄を検証するような計量経済分析
が、先行研究によってあきらかにされてきた。
まとめると、不法投棄の増加を自治体担当者
の感覚として不法投棄が増えたかどうかを
確認したものであるとか、不法投棄量を把握
していたとしても測定誤差をもつ推定結果
であることなど、制度に欠ける研究が多かっ
た。 
 
２．研究の目的 
 
それに対して本研究では、感覚ではなくごみ
量単位として把握することを試みた。また家
庭ごみ有料化の支払回避行動を、不法投棄で
はないが、モラルから外れたごみの投棄、
immoral disposal と定義した。この immoral 
disposal は家庭ごみ有料化の不法投棄の大
部分をなすものであると考えられる。 
 
３．研究の方法 
 
計量経済分析を用いて immoral disposal を
とらえるために、コンビニエンスストアやス
ーパーマーケットなどに設置されている無
料で捨てることのできるごみ箱のごみ量の
増加に着目した。家庭ごみ有料化が導入され
ている自治体の隣の自治体が、家庭ごみ無料
で収集される自治体であるならば、その
immoral disposalの差異が自治体の境界近く
において差異として検出できる。 
 
以下のような効用関数を設定し、家計の効用
を最大化する。 
 
ただし、m は家計所得、c は他の財の消費で
価格は 1 と基準化している。pwh, whはそれぞ
れ可燃・不燃ごみの家庭ごみ有料化価格とご
そのごみ量を表す。prと r は資源ごみ有料化
の価格と資源ごみ量を表す。pbと b は不法投

棄をすることの機会費用や輸送コスト、そし
て不法投棄量を表す。 
 
制約条件に基づき、効用を最大化すると、次
のよう
な需要
関数が
導出できる。(3)～(6)式はそれぞれ家庭ごみ
処理サービスの需要関数と，不法投棄に対す
る需要関数を示している。 
 
計量経済分析によって、以下の推定モデルに
より推定した。 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
４．研究成果 
 
そのようなごみ投棄量の増加をシステマテ
ィックに把握するために、空間計量経済学の
アプローチである extended panel spatial 
Durbin model を開発し、immoral disposal
と通常のごみ投棄とを分解し推定した。 
得られた結論として、従量制有料化、多量の
み有料化、定額制有料化のすべての方法で、
immoral disposal が観察できた。 
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